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■貸出金残高

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■貸出金の残存期間別残高
（単位：百万円）

■貸出金担保別内訳
（単位：百万円）

■期末残高
平成24年3月期 平成25年3月期

合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門

手形貸付 68,501 68,501 ─ 66,190 66,190 ─

証書貸付 1,004,394 1,004,394 ─ 1,022,669 1,022,669 ─

当座貸越 141,170 141,170 ─ 145,147 145,147 ─

割引手形 11,777 11,777 ─ 11,839 11,839 ─

合計 1,225,844 1,225,844 ─ 1,245,846 1,245,846 ─

■平均残高
平成24年3月期 平成25年3月期

合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門

手形貸付 61,283 61,283 ─ 55,836 55,836 ─

証書貸付 992,066 992,066 ─ 1,002,675 1,002,675 ─

当座貸越 147,078 147,078 ─ 143,301 143,301 ─

割引手形 9,600 9,600 ─ 9,475 9,475 ─

合計 1,210,029 1,210,029 ─ 1,211,289 1,211,289 ─

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

種類 期間
期別 1年以下 1 年 超

3年以下
3 年 超
5年以下

5 年 超
7年以下 7 年 超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金
平成24年3月31日 310,193 250,857 192,824 98,626 305,032 68,309 1,225,844

平成25年3月31日 313,199 252,927 197,674 101,900 311,878 68,266 1,245,846

 うち
変動金利

平成24年3月31日 94,436 64,004 32,928 60,997 65,403

平成25年3月31日 85,141 72,268 34,334 79,306 65,376

 うち
固定金利

平成24年3月31日 156,420 128,820 65,698 244,035 2,906

平成25年3月31日 167,785 125,406 67,565 232,571 2,889

種類 平成24年3月31日 平成25年3月31日

有価証券 966 1,065

債権 4,551 3,959

商品 ─ ─

不動産 188,443 183,289

その他 386 815

計 194,347 189,130

保証 681,162 683,988

信用 350,334 372,726
合計 1,225,844 1,245,846
（うち劣後特約付貸出金） （2,000） （2,000）
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■支払承諾見返の担保別内訳
（単位：百万円）

（単位：百万円・％）
■貸出金使途別内訳

（単位：百万円・％）
■貸出金業種別内訳

（注）「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

種類 平成24年3月31日 平成25年3月31日

有価証券 ─ ─

債権 291 255

商品 ─ ─

不動産 403 305

その他 ─ ─

計 694 560

保証 5,660 5,091

信用 6,880 6,243

合計 13,235 11,895

区分
平成24年3月31日 平成25年3月31日

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

設備資金 547,729 44.68 541,417 43.46

運転資金 678,115 55.32 704,429 56.54

合計 1,225,844 100.00 1,245,846 100.00

業種別
平成24年3月31日 平成25年3月31日

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内
（除く特別国際金融取引勘定分） 1,225,844 100.00 1,245,846 100.00

製造業 126,774 10.34 123,109 9.87

農業、林業 1,604 0.13 1,535 0.12

漁業 1,841 0.15 2,211 0.18

鉱業、採石業、砂利採取業 2,187 0.18 1,820 0.15

建設業 57,885 4.72 55,800 4.48

電気･ガス･熱供給･水道業 11,210 0.91 13,339 1.07

情報通信業 8,380 0.68 8,173 0.66

運輸業、郵便業 52,273 4.26 50,940 4.09

卸売業、小売業 149,509 12.20 146,492 11.76

金融業、保険業 24,995 2.04 27,570 2.21

不動産業、物品賃貸業 150,487 12.28 170,053 13.65

各種サービス業 156,987 12.81 153,633 12.33

地方公共団体 164,336 13.41 173,778 13.95

その他 317,371 25.89 317,387 25.48

特別国際金融取引勘定分 ─ ─ ─ ─

政府等 ─ ─ ─ ─

金融機関 ─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

合計 1,225,844 ─ 1,245,846 ─
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（単位：百万円）■貸倒引当金内訳

■中小企業等向け貸出残高

（注）1. 本表の貸出金残高には、特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
 2.  中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常用

する従業員が300人（ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

（単位：百万円・％)

■貸出金償却額 （単位：百万円）

■貸出債権の状況

破綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金のうち、会社更生法、破産法、民
事再生法等の法的手続きがとられている債務者や手形交換所におい
て取引停止処分を受けた債務者に対する貸出金です。

延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、「破綻先債権」及び債務者の経営再
建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以
外の貸出金です。

3カ月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している
貸出金で「破綻先債権」及び「延滞債権」に該当しない貸出金です。

貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行なった貸出金で「破綻先債権」、「延滞債権」及び「3
カ月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

用語のご説明

（注）貸倒引当金残高（h）は貸借対照表上の一般貸倒引当金と個別貸倒引当金の合計です。

⑴ リスク管理債権 （単位：百万円)

区分 平成24年3月末 平成25年3月末

破綻先債権 （ａ） 2,366 1,826
延滞債権 （ｂ） 33,981 36,963
小計 （ｃ）＝（ａ）＋（ｂ） 36,348 38,790
3カ月以上延滞債権 （ｄ） ─ ─
貸出条件緩和債権 （ｅ） 8,112 6,676
合計 （ｆ）＝（ｃ）＋（ｄ）＋（ｅ） 44,460 45,466
総貸出金 （ｇ） 1,225,844 1,245,846
貸出金に占める割合 （ｆ）／（ｇ） 3.62% 3.64%
貸倒引当金 （ｈ） 16,456 16,965
引当率 （ｈ）／（ｆ） 37.01% 37.31%

■特定海外債権残高
　　該当ありません。

（注）洗替による取崩額

平成24年3月期 平成25年3月期

貸出金償却額 0 ―

平成24年3月31日 平成25年3月31日

中小企業等向け貸出 867,422 866,832

総貸出に占める割合 70.76 69.57

区分
平成24年3月期 平成25年3月期

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他（注） 目的使用 その他（注）

一般貸倒引当金 6,360 3,803 ─ 6,360 3,803 3,803 3,167 ─ 3,803 3,167

個別貸倒引当金 11,762 12,652 2,292 9,469 12,652 12,652 13,797 803 11,849 13,797

うち非居住者向け債権分 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

合計 18,122 16,456 2,292 15,829 16,456 16,456 16,965 803 15,652 16,965
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（注）担保等による保全額は有効担保額によります。

⑵ 金融機能再生緊急措置法に基づく開示基準ベース

（単位：百万円）リスク管理債権に関する担保等の状況

（注）1. 担保等による保全額は有効担保額によります。
 2. 要管理債権に対する貸倒引当金は、要管理先債権に対する一般貸倒引当金を記載しております。

（単位：百万円）破産更生債権等に関する保全・引当状況

注）  資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該
社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引
法（昭和23年法律第25号）第2条第3項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮
払金並びに支払承諾見返の各勘定について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものです。

 1.   破産更生債権及びこれらに準ずる債権
   破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をい
います。

 2. 危険債権
   債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可
能性の高い債権をいいます。

 3. 要管理債権
  3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいいます。
 4. 正常債権
  債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

用語のご説明

（単位：百万円)

平成25年3月期

破綻先債権 延滞債権 3カ月以上延滞債権 貸出条件緩和債権 合計

貸出金の残高 （A） 1,826 36,963 ─ 6,676 45,466

担保等による保全額 （B） 1,180 21,338 ─ 1,922 24,441

未保全額 （A）－（B） 646 15,625 ─ 4,754 21,025

区分 平成24年3月末 平成25年3月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 14,978 16,882
危険債権 21,785 23,350
要管理債権 8,112 6,676
（小計） 44,876 46,910
正常債権 1,197,223 1,213,225
合計 1,242,100 1,260,135
（小計）の債権額に占める割合 3.61％ 3.72％

平成25年3月期

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 危険債権 要管理債権 正常債権 合計

債権残高 （A） 16,882 23,350 6,676 1,213,225 1,260,135
担保等による保全額 （B） 9,680 13,845 1,922
貸倒引当金 （C） 7,201 6,400 1,583 1,583 16,770

保全・引当率 （B）+（C） 100.00% 86.70% 52.51%（A）


